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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅤ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に準じ，ダイヤフラムフロアが設計用地

震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

ダイヤフラムフロアは設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備に

おいては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計

基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，新規制対応工認対象となる設計用地震力及び重大事故等時に対

する評価について記載するものとし，前述の荷重を除く荷重によるダイヤフラムフロアの評価

は，平成 4年 3 月 27 日付け 3 資庁第 13034 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書

(1)）による（以下「既工認」という。）。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ダイヤフラムフロアの構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ダイヤフラムフロアは原

子炉本体の基礎（以下

「原子炉本体基礎」とい

う。）及び原子炉格納容

器シェル部に支持され

る。 

ダイヤフラムフロアの鉛

直方向荷重及び水平方向

荷重は，原子炉本体基礎

及び原子炉格納容器シェ

ル部を介して原子炉建屋

に伝達される。 

鉄筋コンクリートスラ

ブと鋼板で構成される

構造物である。鉄筋コ

ンクリートスラブは外

径約 28900mm，内径約

12700mm，厚さ 1200mm

である。原子炉格納容

器シェル部及び原子炉

本体基礎とダイヤフラ

ムフロアの接合部を構

成する鋼板（シアプレ

ート）は板厚 mm と

mm である。 
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（単位：mm） 

Ａ～Ａ断面図 

原子炉 

本体基礎 

サプレッション

チェンバ 

原子炉格納容器 

ドライウェル 

SRVDL＊1貫通部 

Ａ Ａ

ダイヤフラムフロア 平面図 

原子炉 

本体基礎 

シアプレート（板厚 ） 
原子炉 

格納容器 

頭付き 

スタッド 

ダイヤフラム

フロア 

ダイヤフラムフロア 拡大図 

注記＊1：逃がし安全弁排気管を示す。 

＊2：原子炉圧力容器を示す。 

シアプレート（板厚  

RPV＊2℄ 
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2.2 評価方針 

ダイヤフラムフロアの応力評価は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

及びⅤ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに「2.3 適用

規格・基準等」にて設定される許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用

する設計用地震力による応力度等が許容限界内に収まることを，「4. 構造強度評価」にて示

す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

ダイヤフラムフロアの耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ダイヤフラムフロアの耐震評価フロー 
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地震時における荷重，応力度及びひずみ 

ダイヤフラムフロアの構造強度評価 

応力解析又は理論式による荷重，応力度及びひずみ計算 

解析モデルの設定 

設計用地震力 
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2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格（コンクリート製原子炉格納容器規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＥ１-

2003）（以下，「ＣＣＶ規格」という。） 

・各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会 1985 制定） 

・鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｄ 死荷重 ― 

Ｅ ヤング係数 N/mm2 

ｆｂ 許容曲げ応力度 N/mm2 

ｆｓ 許容せん断応力度 N/mm2 

Ｆ 許容応力度の基準値 N/mm2 

Ｆｃ コンクリートの設計基準強度 kg/cm2，N/mm2 

Ｈ 水力学的動荷重，水平方向荷重 ―，kN 

Ｌ 活荷重 ― 

Ｐｉ 圧力（ｉ＝1，2，3…） ― 

ＰＳＡＬ 圧力（ＳＡ後長期内圧） kPa 

ＰＳＡＬＬ 圧力（ＳＡ後長々期内圧） kPa 

ＰＷ 面外せん断補強筋比 ― 

ＱＡ１ コンクリートの許容面外せん断力 N/mm 

ＱＡ２ 鉄筋で補強した場合の許容面外せん断力 N/mm 

Ｑｘ 円周方向の面外せん断力 N/mm 

Ｑｙ 放射方向の面外せん断力 N/mm 

Ｒｉ 配管荷重（ｉ＝1，2，3…） ― 

Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 ― 

Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 ― 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｕ 設計引張強さ N/mm2 

Ｓｙ 設計降伏点 N/mm2 

Ｔ１ 温度 ― 

Ｖ 鉛直方向荷重，鉛直震度 kN/m2，kN，― 

α 線膨張係数，せん断スパン比による割増し係数 1/℃，― 

ｃεｃ コンクリートの圧縮ひずみ ― 

ｓεｃ 鉄筋の圧縮ひずみ ― 

ｓεｔ 鉄筋の引張ひずみ ― 

ν ポアソン比 ― 

ρ 単位体積質量 kN/m3 

ｃσｃ コンクリートの圧縮応力度 N/mm2 

ｓσｃ 鉄筋の圧縮応力度 N/mm2 

ｓσｔ 鉄筋の引張応力度 N/mm2 
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3. 評価部位 

ダイヤフラムフロアの形状及び主要寸法を図 3－1 に，使用材料及び使用部位を表 3－1 に示

す。 

 

 

 

図 3－1 ダイヤフラムフロアの形状及び主要寸法（単位：mm） 

  

原子炉 

格納容器 原子炉 
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表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

鉄筋コンクリートスラブ 
コンクリート部 

コンクリート 

 
 

鉄筋   

構造用鋼材 

（シアプレート） 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) ダイヤフラムフロアの地震荷重は，原子炉本体基礎及び原子炉格納容器シェル部を介し

て原子炉建屋に伝達される。ダイヤフラムフロアの耐震評価として，Ⅴ-2-2-1「原子炉建

屋の地震応答計算書」及びⅤ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震応答計算書」において計算

された荷重を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手法に従い構造強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

(3) 概略構造図を表 2－1 に示す。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容値 

4.2.1 荷重の組合せ及び荷重状態 

ダイヤフラムフロアの荷重の組合せ及び荷重状態のうち，設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2 に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容値 

ダイヤフラムフロアの許容値は，「2.3 適用規格・基準等」に基づき表 4－3～表 4－9

に示すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力度評価条件 

ダイヤフラムフロアの使用材料の許容応力度評価条件を表 4－10 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び荷重状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震重要度 

分類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 

荷重状態＊3 

＜許容応力状態＞ 

原子炉格納 

施設 

圧力低減 

設備その他 

の安全設備 

ダイヤ 

フラム 

フロア 

Ｓ 
建物・ 

構築物 

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋Ｈ＋Ｓｄ 

(10) 

(11) 

(14) 

(16) 

Ⅲ 

＜短期＞ 

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｈ＋Ｓｓ 

(12) 

(13) 

(15) 

Ⅳ 

＜短期＞ 

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ＊2 (17) 
Ⅳ 

＜短期＞ 

注記＊1：（ ）内はⅤ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

   ＊2：地震荷重と組み合わせる場合は，異常発生直後を除くその後の状態の荷重と組み合わせる。 

   ＊3：鋼構造設計規準による場合は，＜ ＞内の許容応力状態を適用する。 
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表 4－2 荷重の組合せ及び荷重状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊2 

荷重状態＊4 

＜許容応力状態＞ 

原子炉格納 

施設 

圧力低減 

設備その他 

の安全設備 

ダイヤフラム 

フロア 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

建物・ 

構築物 

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ３＋Ｒ３＋Ｈ＋Ｓｄ＊3 (V(L)-1) 
Ⅴ＊5 

＜短期＞ 

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ４＋Ｒ４＋Ｓｓ (V(LL)-1) 
Ⅴ＊5 

＜短期＞ 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：（ ）内はⅤ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－4の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊3：重大事故等後の最高内圧及びそのときの飽和温度との組合せを考慮する。 

＊4：鋼構造設計規準による場合は，＜ ＞内の許容応力状態を適用する。 

＊5：ⅤとしてⅣの許容限界を用いる。 
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表4－3 コンクリートの許容応力度 

応力分類 

荷重状態 

コンクリート（単位：N/mm2） 

圧縮応力度＊1 せん断応力度＊2 

Ⅲ 

応力状態1＊3 
2

3
・Ｆｃ 

1.5・ 0.49＋
Ｆｃ

100  
応力状態2＊3 

3

4
・Ｆｃ 

Ⅳ 
0.85・Ｆｃ 

Ⅴ 

注記＊1：ⅤとしてⅣの許容限界を用いる。 

＊2：Ⅳ及びⅤとしてⅢの許容限界を用いる。 

＊3：ＣＣＶ規格 CVE-3120 用語の定義より，応力状態1は各荷重状態において 

温度荷重により生じる応力を除いた応力が生じている状態をいう。応力状 

態2は各荷重状態において応力が生じている状態をいう。 

 

        表4－4 鉄筋の許容応力度    （単位：N/mm2） 

荷重状態 引張応力度及び圧縮応力度＊ 

Ⅲ 

 Ⅳ 

Ⅴ 

注記＊：Ⅳ及びⅤとしてⅢの許容限界を用いる。 

 

   表4－5 鉄筋の面外せん断力に対する許容応力度（単位：N/mm2） 

荷重状態 引張応力度＊ 

Ⅲ 

 Ⅳ 

Ⅴ 

注記＊：Ⅳ及びⅤとしてⅢの許容限界を用いる。 

 

表4－6 鉄筋とコンクリートの許容ひずみ 

荷重状態 
鉄筋 コンクリート 

引張ひずみ＊ 圧縮ひずみ＊ 圧縮ひずみ＊ 

Ⅳ 
0.005 0.005 0.003 

Ⅴ 

注記＊：ⅤとしてⅣの許容限界を用いる。 
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表4－7 コンクリートの許容面外せん断力（単位：N/mm） 

荷重状態 面外せん断力＊ 

Ⅲ 

 Ⅳ 

Ⅴ 

注記＊：Ⅳ及びⅤとしてⅢの許容限界を用いる。 

 

表4－8 構造用鋼材の許容応力度 

許容応力状態 曲げ せん断 

短期 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｓ 

 

表4－9 原子炉本体基礎接合部半径方向水平力伝達用頭付スタッドの許容値（単位：N/本） 

許容応力状態 せん断力 

短期  

 

表 4－10 使用材料の許容応力度評価条件 

評価部材 材料＊1，＊2 
Ｆ 

(N/mm2) 

Ｓｙ 

(N/mm2) 

Ｓｕ 

(N/mm2) 

構造用鋼材 

（シアプレート） 

原子炉格納容器接合部     

原子炉本体基礎接合部     

注記＊1：  は  を示す。 

＊2：  は  を示す。 
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4.2.4 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重 

設計基準対象施設としてのダイヤフラムフロアの設計荷重を表 4－11 に示す。 

 

表 4－11 設計荷重（設計基準対象施設） 

荷重 荷重記号＊1 ダイヤフラムフロアに作用する荷重 

通常荷重 死荷重 Ｄ Ｖ：  kN/m2 

運転時荷重 
運転時差圧 Ｐ１ 14kPa（D/W 14kPa，S/C 0kPa） 

運転時温度 Ｔ１ 上面温度 57℃，下面温度 43℃ 

異常時荷重 異常時内圧＊2 Ｐ２ 34kPa（D/W 34kPa，S/C 34kPa） 

地震時荷重 

弾性設計用地震動Ｓｄに

より定まる地震荷重又は

静的地震荷重 

Ｓｄ 
Ｈ： kN＊3 

Ｖ：鉛直震度 0.59＊4 

弾性設計用地震動Ｓｄ又

は静的地震により定まる 

地震時配管荷重 

Ｓｄ Ｖ： kN＊5 

基準地震動Ｓｓにより定

まる地震荷重 
Ｓｓ 

Ｈ： kN＊3 

Ｖ：鉛直震度 1.16＊4 

基準地震動Ｓｓにより定

まる地震時配管荷重 
Ｓｓ Ｖ： kN＊5 

注 1：D/W はドライウェル，S/C はサプレッションチェンバを示す。 

注 2：Ｖは鉛直方向を示す。（下向きを正とする。）Ｈは水平方向を示す。 

注 3：原子炉格納容器及び原子炉本体基礎より間接的に作用する水力学的動荷重についても 

考慮する。 

注記＊1：表 4-1 の荷重の組合せの記号を示す。  

＊2：異常時発生直後を除くその後の状態の荷重を示す。 

＊3：Ⅴ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震応答計算書」に基づき設定し，既工認の値との包

絡値とする。 

＊4：Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

＊5：逃がし安全弁排気管貫通部 1箇所当たりの荷重を示す。 

 

  

K
7 
①
 
Ⅴ
-
2-
9
-4
-2
 R
0 



 

14 

(2) 重大事故等対処設備としての設計荷重 

重大事故等対処設備としてのダイヤフラムフロアの設計荷重を表 4－12 に示す。 

 

表 4－12 設計荷重（重大事故等対処設備） 

荷重 荷重記号＊1 ダイヤフラムフロアに作用する荷重 

重大事故 

等時荷重 

死荷重 Ｄ Ｖ： kN/m2 

ＳＡ後長期 

内圧ＰＳＡＬ 

差圧ＰＳＡＬ 

Ｐ3 

 

620kPa（D/W 620kPa，S/C 620kPa） 

173kPa（D/W 620kPa，S/C 447kPa） 

ＳＡ後長々期 

内圧ＰＳＡＬＬ 

差圧ＰＳＡＬＬ 

Ｐ4 

 

150kPa（D/W 150kPa，S/C 150kPa） 

100kPa（D/W 150kPa，S/C  50kPa） 

地震時荷重 

（重大事故

等時） 

弾性設計用地震動Ｓｄ

により定まる地震荷重 
Ｓｄ 

Ｈ： kN＊2 

Ｖ：鉛直震度 0.59＊3 

弾性設計用地震動Ｓｄ

により定まる地震時配

管荷重 

Ｓｄ Ｖ： kN＊4 

基準地震動Ｓｓにより

定まる地震荷重 
Ｓｓ 

Ｈ： kN＊2 

Ｖ：鉛直震度 1.16＊3 

基準地震動Ｓｓにより

定まる地震時配管荷重 
Ｓｓ Ｖ： kN＊4 

注 1：D/W はドライウェル，S/C はサプレッションチェンバを示す。 

注 2：Ｖは鉛直方向を示す。（下向きを正とする。）Ｈは水平方向を示す。 

注 3：原子炉格納容器及び原子炉本体基礎より間接的に作用する水力学的動荷重についても 

考慮する。 

注記＊1：表 4-2 の荷重の組合せの記号を示す。 

＊2：Ⅴ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震応答計算書」に基づき設定し，既工認の値との包

絡値とする。 

＊3：Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

＊4：逃がし安全弁排気管貫通部 1箇所当たりの荷重を示す。 
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4.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力は，「4.2.4 設計荷重」に示す荷重を用いる。なお，設計用地

震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」及びⅤ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震

応答計算書」に基づき設定し，既工認の値との包絡値とする。 

 

4.4 計算方法 

4.4.1 評価点 

ダイヤフラムフロアの評価点は，ダイヤフラムフロアを構成する部材の形状及び荷重

伝達経路を考慮し，発生荷重，応力度又はひずみが大きくなる部位を選定する。選定し

た評価点を表 4－13 及び図 4－1～図 4－3 に示す。 

 

表 4－13 ダイヤフラムフロアの評価点 

評価点番号 評価点 

Ｐ１＊1 鉄筋コンクリートスラブ放射方向 

Ｐ２＊1 鉄筋コンクリートスラブ円周方向 

Ｐ３＊2 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

Ｐ４＊2 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

鉛直力伝達用シアプレート 

Ｐ５＊2 
原子炉本体基礎接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

Ｐ６＊3 
原子炉本体基礎接合部 

半径方向水平力伝達用頭付きスタッド 

注記＊1：ＣＣＶ規格に基づき応力度，ひずみ及び面外せん断力を評価する。 

＊2：鋼構造設計規準に基づき曲げ応力度及びせん断応力度を評価する。 

＊3：各種合成構造設計指針・同解説に基づきせん断力を評価する。 
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図 4－1 ダイヤフラムフロアの評価点（鉄筋コンクリートスラブ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 ダイヤフラムフロアの評価点（鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 ダイヤフラムフロアの評価点（原子炉本体基礎接合部） 
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4.4.2 解析モデル及び諸元 

(1) 設計基準対象施設としての解析モデル 

 設計基準対象施設としての評価は，既工認からの変更はなく，参照図書(1)に示すとお

りである。 

 

(2) 重大事故等対処設備としての解析モデル 

重大事故等対処設備としての評価における，ダイヤフラムフロアの解析モデルの概要

を以下に示す。 

 

a. ダイヤフラムフロアの解析モデルは，3次元シェルモデルによる有限要素解析手法を

適用する。ダイヤフラムフロアが平面的にほぼ対称であるため，既工認と同様に，

解析は 1/2 モデルを用いて行う。解析モデルを図 4－4 に，解析モデルの諸元につい

て表 4－14 に示す。 

b. 

 

c. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，荷重，応力度及びひずみを求

める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，

別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 4－4 解析モデル（単位：mm） 

 

表 4－14 解析モデル諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ― コンクリート 

単位体積重量 ρ kN/m3  

ヤング係数 Ｅ N/mm2  

線膨張係数 α 1/℃  

ポアソン比 ν ―  

要素数 ― ―  

節点数 ― ―  
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4.4.3 荷重，応力度及びひずみ計算方法 

ダイヤフラムフロアの荷重，応力度及びひずみ計算方法について以下に示す。 

荷重，応力度及びひずみの計算方法は既工認から変更はなく，参考図書（1）に示すと

おりである。 

 

a. 応力評価点 P1，P2 

「4.4.2 解析モデル及び諸元」に示すダイヤフラムフロアの解析モデルにより算出し

た軸力，曲げモーメント及び面外せん断力より，応力度，ひずみ及び面外せん断力を求

める。 

 

b. 応力評価点 P3，P5 

評価点に作用する水平方向の地震荷重と部材の断面性能より，曲げ応力度及びせん断

応力度を求める。 

 

c. 応力評価点 P4 

「4.4.2 解析モデル及び諸元」に示すダイヤフラムフロアの解析モデルにより算出し

た面外せん断力と部材の断面性能より，曲げ応力度及びせん断応力度を求める。 

 

d. 応力評価点 P6 

「4.4.2 解析モデル及び諸元」に示すダイヤフラムフロアの解析モデルにより算出し

た軸力より，せん断力を求める。 
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4.5 計算条件 

解析に用いる荷重を「4.2 荷重の組合せ及び許容値」に示す。 

 

4.6 評価 

「4.4 計算方法」で求めた荷重，応力度及びひずみが許容値以下であること。 

なお，面外せん断力に対する評価においては，コンクリートの許容面外せん断力を満足し

ない場合，ＣＣＶ規格 CVE-3522(2)に従い，鉄筋で補強した場合の許容面外せん断力を用い

ること。 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ダイヤフラムフロアの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を表 5－1～表 5－3 に示す。また，評価点 P1，P2 における断面検討

箇所を図 5－1 に示す。 

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5-3 の荷重の組合せの No.を記載する。 

 

 

 

 

 

図 5－1 断面検討箇所 
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表 5－1(1) 荷重状態Ⅲに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋Ｈ＋Ｓｄ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討応力度 応力状態 

Ⅲ 

判定 
荷重の

組合せ 
算出応力度＊3 許容値 

N/mm2 N/mm2 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 

ｃσｃ 
1 -5.8  ○ （14） 

2 -5.1  ○ （14） 

ｓσｃ 1 -11.9  ○ （14） 

ｓσｔ 2 177.6  ○ （14） 

No.2 

ｃσｃ 
1 -2.2  ○ （14） 

2 -3.0  ○ （14） 

ｓσｃ 1 -12.0  ○ （14） 

ｓσｔ 2 175.5  ○ （14） 

No.3 

ｃσｃ 
1 -5.4  ○ （14） 

2 -5.2  ○ （14） 

ｓσｃ 2 -55.4  ○ （14） 

ｓσｔ 1 168.2  ○ （14） 

No.4 

ｃσｃ 
1 -2.7  ○ （14） 

2 -5.2  ○ （14） 

ｓσｃ 2 -38.5  ○ （14） 

ｓσｔ 2 100.9  ○ （14） 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによる応力度の評価結果を示す。 

  ＊2：図 5－1 における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出応力度の最大値を示す。 
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表 5－1(1) 荷重状態Ⅲに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋Ｈ＋Ｓｄ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討応力度 応力状態 

Ⅲ 

判定 
荷重の

組合せ 
算出応力度＊3 許容値 

N/mm2 N/mm2 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 

ｃσｃ 
1 -1.5  ○ （14） 

2 -2.8  ○ （14） 

ｓσｃ 2 -34.2  ○ （14） 

ｓσｔ 1 79.4  ○ （14） 

No.6 

ｃσｃ 
1 -2.2  ○ （14） 

2 -5.0  ○ （14） 

ｓσｃ 2 -55.2  ○ （14） 

ｓσｔ 1 122.3  ○ （14） 

No.7 

ｃσｃ 
1 -0.9  ○ （14） 

2 -2.6  ○ （14） 

ｓσｃ 2 -29.5  ○ （14） 

ｓσｔ 1 59.5  ○ （14） 

No.8 

ｃσｃ 
1 -3.7  ○ （14） 

2 -5.1  ○ （14） 

ｓσｃ 2 -48.6  ○ （14） 

ｓσｔ 1 89.2  ○ （14） 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによる応力度の評価結果を示す。 

  ＊2：図 5－1 における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出応力度の最大値を示す。 
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表 5－1(2) 荷重状態Ⅲに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋Ｈ＋Ｓｄ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅲ 

判定 
荷重の

組合せ 

算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｙ
＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 2 738  ― ― ― ○ （14） 

No.2 1 940  ― ― ― ○ （14） 

No.3 1 649  ― ― ― ○ （14） 

No.4 1 1369     ○ （14） 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1 における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－1(2) 荷重状態Ⅲに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋Ｈ＋Ｓｄ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅲ 

判定 
荷重の

組合せ 

算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｘ
＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 2 355  ― ― ― ○ （14） 

No.6 2 685  ― ― ― ○ （14） 

No.7 2 106  ― ― ― ○ （14） 

No.8 2 691  ― ― ― ○ （14） 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1 における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－1(3) 荷重状態Ⅲに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋Ｈ＋Ｓｄ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

Ⅲ 

判定 
荷重の

組合せ 
算出応力度 許容値 

N/mm2 N/mm2 

ダイヤフラム

フロア 

P3 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 52  ○ ―＊ 

せん断応力度 7  ○ ―＊ 

P4 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

鉛直力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 128  ○ （14） 

せん断応力度 16  ○ （14） 

P5 
原子炉本体基礎接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 159  ○ ―＊ 

せん断応力度 17  ○ ―＊ 

注記＊： 支配的な水平地震荷重のみ考慮し評価するため，「―」とする。 

 

表 5－1(4) 荷重状態Ⅲに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋Ｈ＋Ｓｄ） 

評価対象設備 評価部位 

Ⅲ 

判定 
荷重の

組合せ 
せん断力＊ 許容値 

N/本 N/本 

ダイヤフラム

フロア 
P6 

原子炉本体基礎接合部 

半径方向水平力伝達用頭付きスタッド 
3.747×104  ○ （14） 

注記＊：スタッド 1 本当たりのせん断力を示す。 
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表 5－2(1) 荷重状態Ⅳに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｈ＋Ｓｓ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討ひずみ 応力状態 

Ⅳ 

判定 
荷重の

組合せ 
算出ひずみ＊3 

(×10-6) 

許容値 

(×10-6) 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 

ｃεｃ 1 -332 -3000 ○ （15） 

ｓεｃ 1 -28 -5000 ○ （15） 

ｓεｔ 1 697 5000 ○ （15） 

No.2 

ｃεｃ 1 -114 -3000 ○ （15） 

ｓεｃ 1 -57 -5000 ○ （15） 

ｓεｔ 1 524 5000 ○ （15） 

No.3 

ｃεｃ 1 -327 -3000 ○ （15） 

ｓεｃ 1 -171 -5000 ○ （15） 

ｓεｔ 1 1324 5000 ○ （15） 

No.4 

ｃεｃ 1 -143 -3000 ○ （15） 

ｓεｃ 1 -65 -5000 ○ （15） 

ｓεｔ 1 655 5000 ○ （15） 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによるひずみの評価結果を示す。 

＊2：図 5－1 における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出ひずみの最大値を示す。 
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表 5－2(1) 荷重状態Ⅳに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｈ＋Ｓｓ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討ひずみ 応力状態 

Ⅳ 

判定 
荷重の

組合せ 
算出ひずみ＊3 

(×10-6) 

許容値 

(×10-6) 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 

ｃεｃ 1 -96 -3000 ○ （15） 

ｓεｃ 1 -90 -5000 ○ （15） 

ｓεｔ 1 621 5000 ○ （15） 

No.6 

ｃεｃ 1 -126 -3000 ○ （15） 

ｓεｃ 1 -103 -5000 ○ （15） 

ｓεｔ 1 896 5000 ○ （15） 

No.7 

ｃεｃ 1 -69 -3000 ○ （15） 

ｓεｃ 1 -62 -5000 ○ （15） 

ｓεｔ 1 500 5000 ○ （15） 

No.8 

ｃεｃ 1 -203 -3000 ○ （15） 

ｓεｃ 1 -39 -5000 ○ （15） 

ｓεｔ 1 523 5000 ○ （15） 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによるひずみの評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1 における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出ひずみの最大値を示す。 
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表 5－2(2) 荷重状態Ⅳに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｈ＋Ｓｓ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅳ 

判定 
荷重の

組合せ 

算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｙ
＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 1 627  ― ― ― ○ （15） 

No.2 1 1064     ○ （15） 

No.3 1 760  ― ― ― ○ （15） 

No.4 1 1534     ○ （15） 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1 における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－2(2) 荷重状態Ⅳに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｈ＋Ｓｓ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅳ 

判定 
荷重の

組合せ 

算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｘ
＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 1 327  ― ― ― ○ （15） 

No.6 1 699  ― ― ― ○ （15） 

No.7 1 154  ― ― ― ○ （15） 

No.8 1 699  ― ― ― ○ （15） 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1 における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－2(3) 荷重状態Ⅳに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｈ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

Ⅳ 

判定 
荷重の

組合せ 
算出応力度 許容値 

N/mm2 N/mm2 

ダイヤフラム

フロア 

P3 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 120  ○ ―＊ 

せん断応力度 15  ○ ―＊ 

P4 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

鉛直力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 149  ○ （15） 

せん断応力度 18  ○ （15） 

P5 
原子炉本体基礎接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 373  ○ ―＊ 

せん断応力度 39  ○ ―＊ 

注記＊： 支配的な水平地震荷重のみ考慮し評価するため，「―」とする。 

 

 

表 5－2(4) 荷重状態Ⅳに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｈ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 

Ⅳ 

判定 
荷重の

組合せ 
せん断力＊ 許容値 

N/本 N/本 

ダイヤフラム

フロア 
P6 

原子炉本体基礎接合部 

半径方向水平力伝達用頭付きスタッド 
4.769×104  ○ （15） 

注記＊：スタッド 1 本当たりのせん断力を示す。 
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表 5－3(1) 荷重状態Ⅳに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討ひずみ 応力状態 

Ⅳ 

判定 算出ひずみ＊3 

(×10-6) 

許容値 

(×10-6) 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 

ｃεｃ 1 -251 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -4 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 535 5000 ○ 

No.2 

ｃεｃ 1 -105 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -30 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 376 5000 ○ 

No.3 

ｃεｃ 1 -237 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -99 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 761 5000 ○ 

No.4 

ｃεｃ 1 -133 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -39 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 495 5000 ○ 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによるひずみの評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1 における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出ひずみの最大値を示す。 
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表 5－3(1) 荷重状態Ⅳに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討ひずみ 応力状態 

Ⅳ 

判定 算出ひずみ＊3 

(×10-6) 

許容値 

(×10-6) 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 

ｃεｃ 1 -57 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -51 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 408 5000 ○ 

No.6 

ｃεｃ 1 -89 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -63 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 598 5000 ○ 

No.7 

ｃεｃ 1 -33 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -29 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 295 5000 ○ 

No.8 

ｃεｃ 1 -165 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -13 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 421 5000 ○ 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによるひずみの評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1 における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出ひずみの最大値を示す。 
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表 5－3(2) 荷重状態Ⅳに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅳ 

判定 
算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｙ
＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 1 523  ― ― ― ○ 

No.2 1 893  ― ― ― ○ 

No.3 1 566  ― ― ― ○ 

No.4 1 1314     ○ 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1 における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－3(2) 荷重状態Ⅳに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅳ 

判定 
算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｘ
＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 1 235  ― ― ― ○ 

No.6 1 673  ― ― ― ○ 

No.7 1 103  ― ― ― ○ 

No.8 1 642  ― ― ― ○ 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1 における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－3(3) 荷重状態Ⅳに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

Ⅳ 

判定 算出応力度 許容値 

N/mm2 N/mm2 

ダイヤフラム

フロア 

P3 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 52  ○ 

せん断応力度 7  ○ 

P4 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

鉛直力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 117  ○ 

せん断応力度 14  ○ 

P5 
原子炉本体基礎接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 159  ○ 

せん断応力度 17  ○ 

 

 

表 5－3(4) 荷重状態Ⅳに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ） 

評価対象設備 評価部位 

Ⅳ 

判定 せん断力＊ 許容値 

N/本 N/本 

ダイヤフラム

フロア 
P6 

原子炉本体基礎接合部 

半径方向水平力伝達用頭付きスタッド 
3.344×104  ○ 

注記＊：スタッド 1 本当たりのせん断力を示す。 
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5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

ダイヤフラムフロアの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価結果を表 5－4 及び表 5－5 に示す。また，評価点 P1，P2 における断面検討

箇所を図 5－2 に示す。 

 

 

 

 

 

図 5－2 断面検討箇所 
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表 5－4(1) 荷重状態Ⅴに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ３＋Ｒ３＋Ｈ＋Ｓｄ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討ひずみ 応力状態 

Ⅴ 

判定 算出ひずみ＊3 

(×10-6) 

許容値 

(×10-6) 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 

ｃεｃ 1 -587 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -10 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 1234 5000 ○ 

No.2 

ｃεｃ 1 -256 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 ―＊4 ― ― 

ｓεｔ 1 1220 5000 ○ 

No.3 

ｃεｃ 1 -531 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -195 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 1294 5000 ○ 

No.4 

ｃεｃ 1 -256 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 ―＊4 ― ― 

ｓεｔ 1 1220 5000 ○ 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによるひずみの評価結果を示す。   

＊2：図 5－2 における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出ひずみの最大値を示す。 

＊4：圧縮ひずみは生じない。 

  

K7 ① Ⅴ-2-9-4-2 R0 



 

 

 
3
9 

表 5－4(1) 荷重状態Ⅴに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ３＋Ｒ３＋Ｈ＋Ｓｄ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討ひずみ 応力状態 

Ⅴ 

判定 算出ひずみ＊3 

(×10-6) 

許容値 

(×10-6) 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 

ｃεｃ 1 -153 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -35 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 1129 5000 ○ 

No.6 

ｃεｃ 1 -217 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 ―＊4 ― ― 

ｓεｔ 1 1649 5000 ○ 

No.7 

ｃεｃ 1 -15 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 ―＊4 ― ― 

ｓεｔ 1 593 5000 ○ 

No.8 

ｃεｃ 1 -38 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 ―＊4 ― ― 

ｓεｔ 1 968 5000 ○ 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによるひずみの評価結果を示す。 

＊2：図 5－2 における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出ひずみの最大値を示す。 

＊4：圧縮ひずみは生じない。 
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表 5－4(2) 荷重状態Ⅴに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ３＋Ｒ３＋Ｈ＋Ｓｄ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅴ 

判定 
算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｙ
＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 1 1109     ○ 

No.2 1 1936     ○ 

No.3 1 1245     ○ 

No.4 1 1936     ○ 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

＊2：図 5－2 における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－4(2) 荷重状態Ⅴに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ３＋Ｒ３＋Ｈ＋Ｓｄ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅴ 

判定 
算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｘ
＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 1 312  ― ― ― ○ 

No.6 1 525  ― ― ― ○ 

No.7 1 88  ― ― ― ○ 

No.8 1 802  ― ― ― ○ 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

＊2：図 5－2 における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－4(3) 荷重状態Ⅴに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ３＋Ｒ３＋Ｈ＋Ｓｄ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

Ⅴ 

判定 算出応力度 許容値 

N/mm2 N/mm2 

ダイヤフラム

フロア 

P3 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 52  ○ 

せん断応力度 7  ○ 

P4 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

鉛直力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 206  ○ 

せん断応力度 25  ○ 

P5 
原子炉本体基礎接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 159  ○ 

せん断応力度 17  ○ 

 

 

表 5－4(4) 荷重状態Ⅴに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ３＋Ｒ３＋Ｈ＋Ｓｄ） 

評価対象設備 評価部位 

Ⅴ 

判定 せん断力＊ 許容値 

N/本 N/本 

ダイヤフラム

フロア 
P6 

原子炉本体基礎接合部 

半径方向水平力伝達用頭付きスタッド 
5.625×104  ○ 

注記＊：スタッド 1 本当たりのせん断力を示す。 
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表 5－5(1) 荷重状態Ⅴに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ４＋Ｒ４＋Ｓｓ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討ひずみ 応力状態 

Ⅴ 

判定 算出ひずみ＊3 

(×10-6) 

許容値 

(×10-6) 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 

ｃεｃ 1 -575 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -52 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 1088 5000 ○ 

No.2 

ｃεｃ 1 -182 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -63 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 851 5000 ○ 

No.3 

ｃεｃ 1 -403 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -225 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 1461 5000 ○ 

No.4 

ｃεｃ 1 -182 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -63 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 851 5000 ○ 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによるひずみの評価結果を示す。 

＊2：図 5－2 における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出ひずみの最大値を示す。 
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表 5－5(1) 荷重状態Ⅴに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ４＋Ｒ４＋Ｓｓ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討ひずみ 応力状態 

Ⅴ 

判定 算出ひずみ＊3 

(×10-6) 

許容値 

(×10-6) 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 

ｃεｃ 1 -138 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -120 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 813 5000 ○ 

No.6 

ｃεｃ 1 -200 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -41 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 991 5000 ○ 

No.7 

ｃεｃ 1 -76 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -69 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 619 5000 ○ 

No.8 

ｃεｃ 1 -69 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -2 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 521 5000 ○ 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによるひずみの評価結果を示す。 

＊2：図 5－2 における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出ひずみの最大値を示す。 
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表 5－5(2) 荷重状態Ⅴに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ４＋Ｒ４＋Ｓｓ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅴ 

判定 
算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｙ
＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 1 1166     ○ 

No.2 1 1782     ○ 

No.3 1 1063     ○ 

No.4 1 1782     ○ 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

＊2：図 5－2 における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－5(2) 荷重状態Ⅴに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ４＋Ｒ４＋Ｓｓ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅴ 

判定 
算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｘ
＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 1 285  ― ― ― ○ 

No.6 1 535  ― ― ― ○ 

No.7 1 137  ― ― ― ○ 

No.8 1 695  ― ― ― ○ 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

＊2：図 5－2 における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－5(3) 荷重状態Ⅴに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ４＋Ｒ４＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

Ⅴ 

判定 算出応力度 許容値 

N/mm2 N/mm2 

ダイヤフラム

フロア 

P3 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 120  ○ 

せん断応力度 15  ○ 

P4 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

鉛直力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 187  ○ 

せん断応力度 23  ○ 

P5 
原子炉本体基礎接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 373  ○ 

せん断応力度 39  ○ 

 

 

表 5－5(4) 荷重状態Ⅴに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ４＋Ｒ４＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 

Ⅴ 

判定 せん断力＊ 許容値 

N/本 N/本 

ダイヤフラム

フロア 
P6 

原子炉本体基礎接合部 

半径方向水平力伝達用頭付きスタッド 
4.147×104  ○ 

注記＊：スタッド 1 本当たりのせん断力を示す。 
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6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第７号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-3-3「ダイヤフラムフロアの強度計算書」 
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